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アジアの
新たな消費者の潜在力

アジアの消費者の行動は変化しており、これは消費関
連企業に課題と機会の両方をもたらしています。
アジアの消費関連企業は巨大な規模の市場機会を
活用することで優位性を維持できると私たちは考えて
います。

ASEANだけでも、今後10年間で1億4,000万人の新
たな消費者の誕生が見込まれ、同地域の一人当たり
GDPは2030年までに6,600米ドルに達すると予測され
ています2。
消費関連企業は、アジアでの市場シェアを拡大し収益
源を多様化するために、既存および新規の消費者層を
ターゲットに、自社の製品やサービスを臨機応変に適応
させる必要があります。

コンサルティング大手のマッキンゼーの調査報告書による
と、アジアには今後10年間で10兆米ドル規模の消費
拡大の機会があります1。2030年までの間に、世界の
上位中所得層以上の世帯の半分、消費者市場取引
の半分をアジアが占めることになります。
同時に、アジアの消費者はより豊かになり、オンラインで
の購入機会も増え、サステナビリティに対する意識も高
まり、個人データを共有することに積極的になってきてい
ます。アジアの特性を理解した企業は、成長するアジア
の消費者市場の潜在力を引き出すのに有利な立場に
立つことができるでしょう。

変曲点を迎えるアジア

アジアでは域内の国によって、その所得水準が異なるた
め、さまざまなタイプの商品・サービスに対する需要が生じ
ています。一部の調査によると、アジアの総消費を3カテ
ゴリーに分けた場合、78%は『Basic(ベーシック)』で構
成され、残りの17%と5%は『Special treat(スペシャ
ルトリート)』と『First luxury(ファーストラグジャリー)』が
占めている、としています。アジアの消費者の所得水準
の上昇に伴い、３カテゴリーでそれぞれ消費支出が変曲
点を迎え、軌道に乗り伸びることが予想されています。
（図表1参照）

新たな市場セグメントの開拓

アジア域内における多様な言語、規範、文化的影響に
加え、市場力学の変化がアジア市場をより複雑なものに
していますが、同時に消費財メーカーに新たなビジネス
チャンスを提供しています。例えば、先進アジア諸国では
単身世帯の割合が30％を超え、世帯の小型化が進ん
でいます3。家庭用品や調理済み食品の小型パッケージ
商品は、こうした世帯にアピールできる可能性があります。
一方、アジアの一部では高齢化も進んでいます。世界経
済フォーラム（WEF）のレポートによると、日本はアジア
で最も高齢化が進んでおり、生産年齢人口（本レポー
トの定義では20～64歳）に対する高齢者人口（65
歳以上）の割合は約50%となっています4。また、韓国
では2060年までに生産年齢人口10人に対して9人が
高齢者になると予想されています。高齢化が進むアジア
では、高齢層の消費市場は平均年齢層の1.5～2倍の
スピードで成長することが予想され、高齢層の消費市場
獲得を目指す企業にとってアジアは大きな可能性を持っ
ています。生活の質を高め、自立した生活を維持するた
めの製品やサービスは、高齢層から人気を集めるものと
思われます。
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消費者のオンラインへの恒久的シフト

東南アジアでは、パンデミック期に6,000万人のオンライ
ン消費者が誕生したと推定されています5。パンデミック
期に移動制限を克服する手段としてオンライン購入が
普及しましたが、その利便性は消費者行動を大きく変
えました。また、アジアではスマートフォンの普及率が高く、
モバイルに精通した若年層が多いため、消費者のデジタ
ル化が加速しています。例えばパンデミック期において、
ベトナムの大手乳製品メーカーは流通チャネルを近代
化し、オンライン・チャネルからの収益を3倍に増やしまし
た。一方、インドネシアの生活雑貨小売企業では、対
話アプリWhatsApp（ワッツアップ）を使った「チャットで
購入」機能を開発し、eコマース・プラットフォームをアップ
グレードした結果、2022年第1四半期にオンライン販
売のシェアが3倍以上となり、総売上高の10.3%を占
めるまでに成長しました。

伝統的な市場セグメントだけでなく、インドネシアの『Z世
代のゲーマー層』や中国の『デジタルネイティブ層』といっ
た、より細分化された市場セグメントも消費財メーカーに
新たなビジネスチャンスを提供しています。例えばベトナ
ムの大手日用品メーカーは最近、10代や妊産婦向け
の新しい乳製品を開発しました。
一方、長年にわたって商品の優れた品質と他では手に
入らない希少性を強調する“プレミアム化”に取り組んで
きた企業は、新型コロナウイルスのパンデミック（世界的
大流行）期における所得の低迷とインフレ率の上昇に
より、消費者がよりバリュー感を重視するようになったため
影響を受けました。しかしタイのある大手コンビニエンスス
トアでは、このトレンドをむしろ追い風に捉え、ここ数年で
商品ラインナップに『お得なバリューセット』を加えて提供
を始めています。

図表 1: 所得の変化による３カテゴリーへの平均的な消費支出状況（ASEAN諸国における2030年時点の予測）

出所 : ベイン・オフライン消費者調査（N=1,741、2019年10月実施）。 *Special treatに分類されるアルコールはデータに異常値があるためチャートからは除外。

図表 2: ニーズが満たされなかったときの消費者の行動：
“価格上昇や納期遅延”などの問題に対して消費者はどのような行動を取っているのか？

出所 : PwC Global Consumer Insights Survey.（2022年6月）

～ 以下の％は 『ほとんど常に/頻繁に』 の合計値の国別比較 ～
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所得水準の上昇
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1人当たりの
平均消費支出

多い

少ない

消費対象カテゴリー 内訳

(ベーシック)

(スペシャルトリート)

(ファーストラグジャリー)

食料品、エネルギー、住宅、教育、乳児ケア、タバコ、
交通、通信、アパレル・フットウェア、ヘルスケア、美容・
パーソナルケア

外食、消耗品、娯楽、旅行、入院、アルコール*

フードデリバリー、宝飾品・時計、家事手伝い、
フィットネス
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さらに、展開するファッション店舗では中古衣料品の回
収・寄付、そしてアップサイクル*、ダウンサイクル**を展開
しています。またベトナムの大手乳業会社は、牛乳の代
替品を求める消費者にアピールするため、植物性ミルク
を発売しました。この会社は、品質基準だけでなく、動
物福祉や環境目標も満たすために、育種から生産まで
持続可能な農業技術を採用しています。同社が展開
する『リジェネラティブ農業(環境再生型農業)』は、再
生可能エネルギーを活用し、土壌と水資源を保全し、
メタンガス排出を削減することができます。

オンライン上でのプレゼンス向上は企業の活動範囲の
拡大につながりますが同時に課題も生じます。アジアの
消費者はブランドへの忠誠心が低く、ニーズが満たされ
なかったときはWebサイトを使用して同業他社を比較
する傾向があります。（図表2参照）
同時に国土が広くインフラが未整備な国ではフルフィルメ
ント（受注・配送管理）面で課題を抱えている場合も
あります。このような課題を克服するためインドネシアで
強力なコンビニエンスストアのフランチャイズを展開するあ
る小売業者は、国内各地にデポ（小型の物流拠点）
とハブ（大型の物流拠点）を設置し、一部の事業者
に対して自社独自の物流システムで商品を流通させる
ことを許可しています。

図表 3: ESGの要素が消費者の行動に与える影響：
企業からの製品やサービスの購入時のESG要素の影響度合いは？

出所 : PwC Global Consumer Insights Survey.（2022年6月）

高まるESGへの意識

アジアの消費者は、環境(E)、社会(S)、ガバナンス(G)
の問題、特に人権への取り組み、多様性、ビジネスの
透明性といった社会(S)・ガバナンス(G)の要素に対して
高い意識を持っているようです。（図表3参照）
ソーシャルメディアは消費者が社会的大義を支持する
声を上げることを可能にし、ネット上の抗議活動は企業
にネガティブな結果をもたらす可能性があることから、企
業は『消費者アクティビズム（消費者による企業への運
動）』の力をますます認識するようになっています。現在、
アジアでは多くの消費関連企業が持続可能な調達方
法を採用し、サプライチェーンの透明性を高め、廃棄物
を削減していることが明らかになっています。
インドネシアの大手生活雑貨小売企業の1社は、
2021年から店舗にソーラーパネルを設置し、またプラス
チック製の食器や使い捨てのレジ袋を使わないようにし
ています。

消費者データの力を活用

質の高いデータを収集し、それを効果的に利用すること
で、企業は顧客の購買嗜好や行動パターンに基づいた
提案を行うことが可能となります。また、データは企業が
高付加価値の顧客を特定するのにも役立ちます。一部
の調査によると、高付加価値の顧客を開拓することは、
新規顧客を獲得するよりも7倍もコスト効率が良いとい
うことが示されています6。アジアでは、先進国と比べて消
費者が個人データを共有することに積極的であるため、
データ活用が生み出す可能性の価値が高まってきてい
ます。中国、インド、タイの調査対象者の45%以上が
「パーソナライゼーション（個人向けの最適化）のため
に自分個人のデータを共有しても良い」と回答している
のに対し、欧州の調査対象者では30%未満にとどまっ
ています7。
東南アジアや台湾で買い物客と販売者をつなぐアジア
の大手eコマース・プラットフォームは、その成功の重要な
原動力としてデータを挙げています。

* 中古衣料品を活用し、元よりも価値の高い新たな製品を生み出すこと。
**中古衣料品を活用し、元よりも価値は低いが新たな使い道をつくること。

グローバル平均値を上回る国

～ 以下の％は 『ほとんど常に/頻繁に』 の合計値の国別比較 ～

環境(E)

社会(S)

ガバナンス(G)
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モバイルアプリに組み込まれたAI技術は、買い物客の過
去の閲覧・購入パターンに関するデータを収集し、その
情報を使って関連商品を顧客に提案しています。この
データは、プラットフォーム上のブランドパートナーとも共
有され、パートナーの在庫管理にも役立っています。ま
たショッピングイベントのような大規模なキャンペーンの際
に特に役立ちます。
売上高を増やすだけでなく、在庫管理や効率化にも
データを活用することができます。インドネシアのある生
活雑貨小売企業はそのグループ内に百貨店や専門店、
飲食店などの複数の事業ポートフォリオを持ち、異なる
事業間でロイヤリティプログラムを利用して顧客データ
ベースを構築し、クロスセリング（併売）などのマーケ
ティング活動に活用しています。データ分析により、顧客
の購買行動をより的確に予測し、在庫管理を改善しま
した。その結果、2020年に38％だった老朽化した在
庫（6ヵ月以上）を2021年には31％にまで下げること
に成功しました。

（データ出所）
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好位置につけるアジアのブランド

アジアの消費者市場の潜在力は非常に大きいですが、
デジタル化、持続可能性、データ分析を取り入れ、創
造的な製品とサービスを提供できる消費者企業だけが、
競争に打ち勝つことができます。
現在、アジアの消費財、エレクトロニクス、自動車市場
において、アジアのブランドは65～95％の市場シェアを
占めており、アジアの消費関連企業は、アジアの新しい
消費者の潜在力を引き出すことができる立場にあると
確信しています。

本稿はアジアの消費者、サプライチェーン、資源といった
テーマに関する洞察をお伝えするシリーズ、“2023年アジ
アエキスパート”（計4回発行予定）の第2回目となり
ます。
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